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１．「循環のみち下水道」の成熟化

「下水道界」が目指す姿

下水道界の成熟化に向けた方向性を 「下水道界の持続性の確保

「成熟の３軸」と「７つの戦略」

下水道界の成熟により、社会との関わり、貢献を深化させ、
下水道界の価値・ブランド・ステータスを向上させる。

「成熟の３軸」と「７つの戦略」に基づき各種施策を展開

下水道界の成熟化に向けた方向性を、「下水道界の持続性の確保」、
「貢献する分野の拡大」、「貢献する地域の拡大」の「成熟の３軸」とし、この３軸に
おける「７つの戦略」を策定。

貢献する地域の拡大 貢献する分野の拡大

「成熟の３軸」と「７つの戦略」に基づき各種施策を展開

４ .「 国内外一体化」
国内外同時展開による

スパイ ラ ルアッ プ

３ .「 他業界と の融合による
イ ノ ベーショ ン」

他業界と の強みの相互補完でエネルギー・

食料・ 危機管理など 多様な分野でイ ノ ベーショ ン

２ .「 民間事業者の競争力強化」
民間事業者の

競争力強化・ ト ッ プラ ンナー支援

５ .「 先進・ 成功事例の水平展開」
直接対話で先進・ 成功事例を水平展開

６ .「 相互向上の仕組みの構築」

7 .「 共感を生む広報」
共感を生む広報で、

１ .「 地方公共団体の経営力強化」
交付金・ 認可等による普及中心の支援から

６ . 相互向上の仕組みの構築」
互いに競い合い、 切磋琢磨する
仕組みの構築
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下水道界の持続性の確保価値・ ステータ ス・ ブラ ンド 向上

人材・ 資金を確保・ 獲得 マネジメ ント 支援にシフト
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交付金化に馴染まない過年度設定の国庫債務負担行為の歳出化等のための経費として下水道事業費補助及

【下水道事業費補助、下水道事業調査費等】

３．下水道関係予算の概要

び下水道防災事業費補助を、また国が直接行う技術開発経費として下水道事業調査費等を計上。

（単位：百万円）

区分
平成25年度予算額 平成24年度予算額 対前年

度倍率
（国費）事業費 国費 事業費 国費

下水道事業費補助 780 390 3,556 2,180 0.18

下水道防災事業費補助 856 428 758 379 1.13

下水道事業調査費等 4,532 4,532 3,344 3,344 1.36

合計 6,168 5,350 7,658 5,903 0.91

【社会資本整備総合交付金 防災・安全交付金】
地方公共団体が行う社会資本整備について、施策目的実現のため、基幹的な事業（基幹事業）のほか、関連す

る社会資本整備や基幹事業の効果を一層高めるソフト事業を含めた幅広い事業（効果促進事業等）を一体的に

支援する経費として計上。

また、平成24年度補正予算より、「命と暮らしを守るインフラ総点検・再構築」及び「生活空間の安全確保・質の

向上」に資する事業を「防災・安全交付金」に一括化し、「防災・安全」に対して重点的な支援を実施。

【社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金】

（単位：百万円）（単位：百万円）

区分
平成25年度予算額

（国費）
平成24年度予算額

（国費）
対前年
度倍率

社会資本総合整備
1,949,089

（1,967,749）
1,439,530

（0.99）
1.35

うち社会資本整備総合交付金 903,136 1,439,530 0.63

う ち 防 災 安 全 交 付 金 1 045 953 皆増う ち 防 災 ・ 安 全 交 付 金 1,045,953 － 皆増

※下水道事業に係る費用は、この内数である。
※上段（ ）書きは、前年度予算額に地域自主戦略交付金の前年度予算額（国土交通省関係分）を加えた額である。

「命と暮らしを守るインフ
ラ総点検・再構築」・「生

＜従前の補助金＞

道路 水道

防災・安全
交付金

社会資本整備
総合交付金
（通常枠）ラ総点検 再構築」 生

活空間の安全確保・質の
向上」と「民間投資の喚
起による地域活性化」を
重点支援

道路

治水

海岸

まちづくり

下水道

住宅

港湾

・
・

個別補助金
を原則廃止

社会資本
整備総合
交付金

（インフラ再構築等）

ハード新設・改築・修繕

効果促進事業

（地域の絆の再生を

通じた防災力の向上など）

（通常枠）

地域活性化
(民間投資の喚起)

への重点配分
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命と暮らしを守るインフラ再構築

防災・安全交付金を活用し、老朽化した社会資本等の総点検、それを踏まえた緊急対策、長寿命化等
戦略的維持管理・更新の実施、地震・津波や頻発する風水害等に対する事前防災・減災対策等を推進。

通じた防災力の向上など）



「 基づ 体が 成 「 特 あ

【地域再生基盤強化交付金＜内閣府＞】

（参考）

「地域再生法」に基づき地方公共団体が作成する「地域再生計画」に対する特別措置の１つであり、

地域が行う自主的かつ自立的な取組による地域再生を総合的かつ効果的に推進するために支援

する経費として計上。対象は、汚水処理施設整備交付金、道整備交付金、港整備交付金の３種類。

（単位：百万円）

区分
平成25年度予算額

（国費）
平成24年度予算額

（国費）
対前年
度倍率

【沖縄振興公共投資交付金＜内閣府＞】

地域再生基盤強化交付金 50,220 55,800 0.90

【沖縄振興公共投資交付 閣府 】

沖縄振興特別措置法に基づき、沖縄の実情に即した事業の的確かつ効果的な実施を図るため、

平成24年度に創設。対象事業は、県の流域下水道の一部及び市町村の公共下水道の一部。

区分
平成25年度予算額

（国費）
平成24年度予算額

（国費）
対前年
度倍率

（単位：百万円）

沖縄振興公共投資交付金 80,971 77,116 1.05

【東日本大震災復興交付金＜復興庁＞】

東日本大震災により著しい被害を受けた地域の復興を進めるため，平成23年度第３次補正予

算より創設。下水道においては、①地盤沈下に伴う雨水排水施設（管渠・ポンプ場等）の整備、②

新たなまちづくり（高台移転等）に伴う管渠整備等が主な交付対象事業。

平成25年度予算として、5,918億円（国費）を計上。

＜全国防災対策事業について＞

被災地向け以外の予算(いわゆる「全国防災」)は、一定の要件を満たす津波対策を除き、

東日本大震災復興特別会計には計上しないこととする。
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＜地域自主戦略交付金について＞

平成25年度に地域自主戦略交付金を廃止し、各省庁の交付金等に移行した上で重要な政策

課題に対応する。



平成２５年度予算の重点事項下水道部の５大テーマ

４．平成２５年度予算の重点・新規事項

震災復旧・復興の支援の強化と
全国的な安全・安心対策の実施

○東日本大震災の被災自治体における復旧・
復興の着実な推進

○東日本大震災を教訓とした地震・津波対策
の推進

○ゲリラ豪雨の頻発を踏まえた都市浸水対策

１

の重点的な実施

○管渠の点検・調査、改築の緊急実施
○ストックマネジメントからアセットマネジメン

２

アセットマネジメントの導入促進
トへの発展

○平成２５年度より改築に際して長寿命化計
画策定を義務づけLCCを縮減

○包括的民間委託等、効率的な維持管理手
法の導入促進

下水道経営の健全化 ○人口減少等を踏まえた下水道計画の見直し

３

低炭素・循環型社会への取組推進

○再生可能エネルギーの利用促進等、資
源・エネルギー循環の形成

○社会情勢の変化を踏まえた水環境マネジ
メントの推進

○合流式下水道の緊急改善（170都市につ

４

国際貢献と官民連携による

○合流式下水道の緊急改善（170都市につ
いて平成25年度末に改善を達成）

○官民連携によるプロジェクト形成等について、

５

水ビジネスの国際展開
○官民連携によるプ ジェクト形成等について、

更なる支援強化
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平成２５年度予算の新規事項等

●東日本大震災復興交付金による被災地の復興支援
○下水道総合地震対策事業の拡充

都市再生緊急整備地域における下水道管渠の耐震化を交付対象に加えるなど下水道総合地震
対策事業を拡充し、人口・都市機能等が集中した地区における下水道管渠の耐震化を重点的に推
進進。

○管渠の老朽化対策の緊急実施
道路陥没や下水道機能の停止等による暮らしへの影響を未然に防止するため、都市の管渠で布

設から５０年を経過したものを新たに交付対象に追加し、管渠の点検・調査、改築等、老朽化対策を
緊急的に実施。

○管渠マネジメントシステム技術の実証（下水道革新的技術実証事業）○管渠マネジメントシステム技術の実証（下水道革新的技術実証事業）
老朽化が進む長大な下水道管渠を適切に管理するため、スクリーニング調査を核とした管渠マネ

ジメントシステム技術をモデル処理区において構築・実証し、管渠のライフサイクルコストの低減と投
資の最適化を推進。

○防災のための下水道管理手法調査（行政経費）
下水道施設の老朽化をはじめとした下水道施設情報等を効率的に情報共有・集約するため、下

水道施設情報システムを構築し、老朽化対策、地震対策の推進に資するとともに、災害時における
早期復旧等に活用。

●民間活用のための下水道先端的管理手法実証事業に関する調査(行政経費)●民間活用のための下水道先端的管理手法実証事業に関する調査(行政経費)

○汚水処理施設整備構想のガイドライン策定（行政経費）
汚水処理事業の経営やエネルギー利用促進等の観点を含めた適正かつ効率的な汚水処理施設

整備の考え方について検討し，汚水処理施設整備構想のガイドラインとしてとりまとめ。

○下水汚泥バイオマスを活用した発電技術の実証(下水道革新的技術実証事業)
再生可能エネルギーの普及拡大に資するよう、焼却炉の熱エネルギーを活用した下水汚泥バイオ

マス発電技術を実規模で実証し、下水汚泥のエネルギー利用を推進。

○次世代型流域マネジメント方策に関する検討（行政経費）
栄養塩類の循環バランスに配慮した運転管理手法 雨水利用の推進方策 水質事故時の措置等栄養塩類の循環バランスに配慮した運転管理手法，雨水利用の推進方策，水質事故時の措置等

について下水道として必要な対応策を検討。

●下水熱利用によるまちづくりの推進調査（行政経費）

●下水道分野の水ビジネス国際展開（行政経費）●下水道分野の水ビジネス国際展開（行政経費）

凡例 ○：新規事項等、●：その他事項
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大規模地震が発生した場合における下水道管渠の被害を抑制し，都市機能の継続的な確保を図
るため，都市再生緊急整備地域における下水道管渠の耐震化を交付対象に加えるなど下水道総合

（１）下水道総合地震対策事業の拡充（１）下水道総合地震対策事業の拡充

５．新規事項等

るため，都市再生緊急整備地域における下水道管渠の耐震化を交付対象に加えるなど下水道総合
地震対策事業を拡充し，人口・都市機能等が集中した地区における下水道管渠の耐震化を重点的
に推進する。

○下水道総合地震対策事業の期間延伸
鉄道

老人ホ ム

要援護者関連
施設対策

雨水管きょ汚水管きょ

鉄道

老人ホ ム

要援護者関連
施設対策

雨水管きょ汚水管きょ
河川下の管渠

Ｈ２１より５年以内 → Ｈ２５より５年以内

・都市再生緊急整備地域内（対象面積が２０
ヘクタールに満たない地域等一定の要件に
該当するも を除く） 管渠（当該地域と処

○交付対象の拡充概要

老人ホーム

防災拠点

国道

避難地
小学校

防災拠点
対策

避難地対策
老人ホーム

防災拠点

国道

避難地
小学校

防災拠点
対策

避難地対策

マンホールトイ
レシステム

該当するものを除く）の管渠（当該地域と処
理場を接続する管渠を含む）

・河川の下に埋設された管渠

処理場

河川

消毒施設など
水処理施設の

耐震化
下水処理場の防災拠点化下水処理場の防災拠点化
耐震性貯水槽の設置 等

処理場

河川

消毒施設など
水処理施設の

耐震化
下水処理場の防災拠点化下水処理場の防災拠点化
耐震性貯水槽の設置 等

都市再生緊急整備地域内の管渠
（当該地域と処理場を接続する管渠を含む）

（２）管渠の老朽化対策の緊急実施（２）管渠の老朽化対策の緊急実施

道路陥没や下水道機能の停止等による暮らしへの影響を未然に防止するため、都市の管渠で布
設から５０年を経過したものを新たに交付対象に追加し、管渠の点検・調査、改築等、老朽化対策を
緊急的に実施する。

備
延

長
(千

km
)

老朽管路が急増

約44万km

管渠の年度別整備延長

処理場

凡例

50年経過管
50年未経過管
現行交付対象
拡充対象

管渠の交付対象範囲の拡充イメージ

年
度

別
整

備

50年経過

約1万km

30年経過

約10万km

10年後(H33) 20年後(H43)

30年経過 約20万km 約34万km

50年経過 約3万km 約10万km

５０年経過管の調査状況
（平成２３年度末） ●都市部ほど古くから下水道整

備が行われており 老朽化し
●都市部の管渠で布設から５０年未調査

7

備が行われており、老朽化し
た管渠を多く保有。

●しかしながら、都市では交付
対象が幹線管渠等に限定。

を経過したものを交付対象に
追加することにより、面整備管
渠についても緊急に対策実施
が可能。

※平成２４年度補正予算及び平成２５年度予算に限った措置

約3,000km
34%

調査済み
約5,700km

66%

50年以上経過管路調査対象延長
約8,700km



老朽化が進む長大な下水道管渠を適切に管理するため、スクリーニング調査を核とした管渠マネ
ジメントシステム技術をモデル処理区において構築・実証し、管渠のライフサイクルコストの低減と投
資の最適化を図る

（３）管渠マネジメントシステム技術の実証（下水道革新的技術実証事業）

【約４１億円の内数】
（３）管渠マネジメントシステム技術の実証（下水道革新的技術実証事業）

【約４１億円の内数】

資の最適化を図る。

管渠マネジメントシステム

従来手法

長寿命化等の実施

・管渠を適切に管理するための、「調査計画→スクリーニング
調査→詳細調査→改築計画→長寿命化・更新→分析／評価
→調査計画の見直し」 といった一連の流れ

モデル処理区
における実証

○ライフサイクルコスト縮減
○投資の最適化全国展開

調査計画 策定／見直し

デ タの反映

スクリ ニング調査

・従来のTVカメラ調査

では200～300m/日

・簡易調査約1000ｍ/日

（開発目標）

スクリーニング調査
管更生工法等により改良

調査判定、計画策定支援ツールの実証

○スクリーニング調査の劣化度診断支援ツールの実証
○詳細調査の劣化度診断支援ツールの実証
○従来手法と比較した実証技術の効果確認

○調査結果を効率的に反映させた効果的な調査計画策定支援ツー
ルの実証

詳細調査

データの反映

データの反映

長寿命化計画策定

スクリーニング調査

自走式調査ロボット舟型カメラによる調査

○従来より早く、安価に調査できる技術を実証
○モデル処理区の広い範囲を効率的に調査することにより、事故

の未然防止とともに詳細調査の実施箇所の絞り込みが可能

詳細調査

○従来のTVカメラのみでは十分に確認できない劣化状況を判断
できる技術を実証（管外側の劣化、管断面の扁平等）

振動による定量的な劣化判定 レーザーによる変形調査

エネルギー需給の逼迫や地球温暖化の進行等を踏まえ、下水汚泥バイオマスのもつエネルギーを電力に
変換する技術として、下水汚泥バイオマスの燃焼による発電技術を、国が主体となって実証し、再生可能エ

（４）下水汚泥バイオマスを活用した発電技術の実証（下水道革新的技術実証事業）

【約４１億円の内数】
（４）下水汚泥バイオマスを活用した発電技術の実証（下水道革新的技術実証事業）

【約４１億円の内数】

変換する技術として、下水汚泥バイオマスの燃焼による発電技術を、国が主体となって実証し、再生可能エ
ネルギーの普及拡大を推進する。

下
水

伴
い

下水処理 バイオガス発電技術 ※H23年度実証

下水汚泥を消化（メタ ン発酵）させてバイオ
ガス化し、ガスエンジン等で電力に変換。

固形燃料化技術 ※H24年度実証

下水汚泥を固形燃料化し、火力発電所等

消化施設を保有して
いる処理場の場合

近隣に受入可能な石炭火力

３つの技術のパッケー
ジにより、全国の下水
処理場に発電技術を

電力回収

水
処
理
に

い
発
生

蒸気の流れ

蒸気

 下水汚泥を低含水率化（高カロリー化）し、処理場内で補助燃料を使わ
ずに燃焼させて、電力に変換。

※H25年度実証

下水汚泥を固形燃料化し、火力発電所等
にて石炭と共に混合燃焼させ、電力に変換。

発電所等がある処理場の場合

上記条件に該当しない
処理場の場合

バイオマス発電技術

展開
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水

発電機を
駆動

タービン

水管ボイラー等

下水汚泥
（処理場内にて発電）

燃焼炉

全国的な下水汚泥

バイオマス燃焼発電
の展開



（５）下水道分野の水ビジネス国際展開（５）下水道分野の水ビジネス国際展開

世界的に優位性を有する我が国の下水道技術の海外展開を促進するために、「政策と技術のパッ
ケージによるプロジェクト形成」、「下水道システムの戦略的な国際標準化の推進」等を図る。

下水道システムの戦略的な国際標準化政策と技術のパッケージによるプロジェクト形成

○再生水利用システム(水質基準など）（ISO/PC253)

国際標準化の取り組み分野

下水道システムの戦略的な国際標準化

国、地方公共団体、民間企業が一体となり、我が国が有する
下水道に関する経験、知識、ノウハウ、技術を活かして、「プロ
ジェ クトの上流部分である下水道政策」と「政策を実現するた
めの日本優位技術」を組み合わせたプロジェクトを形成する。

政策と技術のパッケージによるプロジェクト形成

本邦企業が世界的に優位性を有している下水道技術の

国際社会における位置づけを確固たるものとするため
に、その評価等を目的とした国際標準化を推進する。

WES Hub
水 境 ブ ○アセットマネジメントシステム(ISO/TC224,PC251)

○クライシスマネジメント (ISO/TC224)

H23.2 サウジアラビアでのセミナー

（水環境ソリューションハブ）
の活動事例

大阪市– ホーチミン市

(2011年7月)

神戸市–キエンザン省

(2011年7月)

これらに加えて、戦略的な国際・国内標準化も実施
○汚泥処理・利用
○雨水管理（浸水対策）
○膜処理技術（処理水質）

TC224
アセッ ト マネジメ ント

（ 於: ウィ ーン H23. 3月)

TC224
ク ラ イ シスマネジメ ント

（ 於: ボン H22. 11月)

H24.2 ベトナムとの定期会議

WES Hubとは、日本の水・環境インフ

ラの政策と技術を海外に積極的に提
供していくための、都市による連合体。

北九州市、大阪市、東京都、横浜市、
神戸市、福岡市をハブ都市として認定。

（６）防災のための下水道管理手法調査（６）防災のための下水道管理手法調査

下水道施設の老朽化をはじめとした下水道施設情報等を効率的に情報共有・集約するため、下水
道施設情報システムを構築し、老朽化対策、地震対策の推進に資するとともに、災害時における早
期復旧等に活用する。

あり方検討

自治体が保有する
下水道施設情報の

活用下水道施設情報システムの構築

○老朽化対策・耐震化
の重点化による施
策推進

防災・老朽化対策
下水道施設情報

システム

電子情報（ ６ 割）

Ｂ 市 Ｃ 町
下水道データ形式変換

下水道施設情報の
収集・共有の
あり方を検討

【検討内容】
○集約・共有

すべき情報
○現状の保有形態

策推進

○大規模データの分
析による効果的・効
率的 政策の立案

等

減災
紙情報（ ４ 割）

Ａ市

Ｄ 村

施設情報

・管路位置情報
・設備情報
・点検履歴
・設置時期
・老朽化程度

・耐震性能 など

デ タ形式変換

○現状の保有形態
○効率的な情報

収集・共有手法
○各主体の役割

等

減災

○災害時、被害状況
や資機材・人員等
の情報共有ツール
として活用し、早期
復旧を実現

7Ｆ市Ｅ市

Ｇ 町 Ｈ 村

電子化

電子化の促進と効率的な集約を
実現するための、
仕様・データ形式等の規格化 等

将来
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汚水処理事業の経営やエネルギー利用促進等の観点を含めた適正かつ効率的な汚水処理施設
整備の考え方について検討し、汚水処理施設整備構想のガイドラインとしてとりまとめる。

（７）汚水処理施設整備構想のガイドライン策定（７）汚水処理施設整備構想のガイドライン策定

○汚水処理対策のみならず エネルギ 利用や経営の観点をふまえ バイオマス

A市
旧計画の

ﾊﾞｲｵﾏｽ

集約処理
（発電利用）

見直し後も

集合処理で
整備

個別処理区域

に見直し

T

B処理区

○汚水処理対策のみならず、エネルギー利用や経営の観点をふまえ、バイオマス

利活用や処理の広域化・共通化を含めた計画へ

C町

D町

E町

T

旧計画の
見直し

MICS事業

による

未供用

区域

ｺﾝﾎﾟｽﾄ

その他

ﾊﾞｲｵﾏｽ

A処理区

B市

E町
T

T

汚水処理対策の見直し バイオマス利活用、広域化・共有化検討

による
共同処理

供用済

区域

人口の減少、低炭素社会の実現等に伴う諸課題に対し、今後の流域管理に求められている観点を
踏まえ、①栄養塩類の循環バランスに配慮した運転管理手法、②雨水利用の推進方策、③水質事
故時の措置等について下水道として必要な対応策の検討を行う。

流域

（８）次世代型流域マネジメント方策に関する検討（８）次世代型流域マネジメント方策に関する検討

都市

流域

病院

住宅・ビル
せせらぎ用水

水洗用水

雨水の利用

国民生活及び産業活動の
重要な基盤となる健全な
水循環を維持・回復する
ため、水資源の有効利用
に関する取組を推進する
ことが求められている。

事故時等の措置への対応

これまで有機汚濁物質を
主な指標として流域の水
質保全を図ってきたが、事
故等により病原微生物や
有害化学物質及びその前

駆物質等が下水道に流入
する可能性は十分考えら
れることから そのような

工場

下水処理場

排水

有害化学物質

病原微生物下水管

下水道
雨水利用施設

雨水

ことが求められている。

栄養塩類の循環バランス
に配慮した運転管理

一部の海域ではノリの生育
不足などの問題が発生。中
央環境審議会において、栄
養塩 関係性が指摘

利根川水系における
取水障害

平成24年5月、利根川
水系の浄水場で水質基

れることから、そのような
事故等の不測の事態の発
生に対して下水道事業者

が適切な措置を行うべく、
早急な対応が必要。

排水
栄養塩類

貧栄養化

漁業へ
の影響

取排水
が輻輳

取水
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養塩不足との関係性が指摘
されており、豊かな海の実

現に向けた能動的管理が必
要。

水系の浄水場で水質基
準を上回るホルムアル
デヒドが検出され、5市
にて断水（36万戸、87万
人）が発生した。



（参考）下水道事業予算等の推移

（単位 ： 億円）

2,582 5,004 51

年度

国費

補対事業費

7,090 

7,085 

6,901 

6,887 

5,678 

4,353 

10,648 

12,251 

12,152 

11,428 

9,858 

7,869 

57

56

55

54

53

52

8,129 

8,555 

7,056 

6,925 

7,021 

7,082 

15,273 

16,213 

12,338 

10,956 

10,096 

10,114 

63

62

61

60

59

58

10 991

14,335 

11,289 

8,923 

8,331 

8,297 

20 375

26,900 

21,098 

16,617 

15,650 

15,629 

6

5

4

3

2

元

12 624

13,048 

17,813 

12,184 

12,458 

14,704 

10,991 

23 133

24,198 

33,114 

22,578 

23,122 

27,298 

20,375 

12

11

10

9

8

7

6

8,453

8,899

9,250 

10,674 

11,864 

12,624 

15,832 

16,452

16,738 

19,378 

21,678 

23,133 

17

16

15

14

13

12

5,218 

5,586 

6,947 

7,177

7,515

7,950

9,878

10,544

13,712 

14,005

14,432

14,977 

23

22

21

20

19

18

11

（注） １．12年度以前は、住宅宅地関連公共施設整備促進事業等を含む。

２．17年度以降は、汚水処理施設整備交付金の実績額を含む。

３．22年度及び23年度は、国土交通省調べの集計値（速報値）である。

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 



○下水道関係の災害査定は警戒区域内（再編区域含む）を除いて全て終了済。
○本復旧に向けた災害復旧工事が本格化。

平成２５年１月１５日現在

（参考）東日本大震災からの復旧・復興

大平下水処理場

【下水管きょ】
○被災のあった11都県132市町村の下水管きょ総延長は約6万5千km
○このうち、被災延長は656kmであり、被災率は1.0％

（参考）過去の大規模地震における被災率
阪神・淡路大震災 1.2％、新潟県中越地震 4.6％

【下水処理場】
○震災当初は１２９箇所が被災し そのうち４８箇所が稼働停止。

南蒲生浄化センター

陸前高田浄化センター

雄勝浄化センター

気仙沼終末処理場

津谷街浄化センター

高浄 タ

○震災当初は１２９箇所が被災し、そのうち４８箇所が稼働停止。
○その後、復旧等が進み、５箇所で応急対応中。このうち、

平成２４年度末までには、甚大な被害を受けた仙台市南蒲生浄化センター
を除き、全箇所において通常レベルの処理を開始予定。

○南蒲生浄化センターでは、平成２７年度末までに通常処理を
開始することを目標とする。

現 　状被害状況 震災当初

北泉浄化センター

北地区浄化センター

南地区浄化センター

富岡浄化センター

蛇谷須浄化センター
双葉浄化センター

浪江浄化センター

新町浄化センター

汚泥リサイクルセンター

小高浄化センター

凡例

3

2

2

現 状

113

129

9（うち3箇所で災害査定終了）

-

別位置にて対応中

現位置にて対応中

被害状況 震災当初

稼働停止 48

正常に稼働 -

計 129

警戒区域内
（再編前の旧警戒区域を含む）

9

応急対応中 - 5

一部停止 72

１．稼働停止中のもの
備　　考都道府県名 市町村・流域等名 下水処理場名

処理区域内汚水発生なし

宮城県 石巻市 雄勝浄化センター

福島県 南相馬市 北泉浄化センター

処理区域内汚水発生なし

２箇所

〈応急対応中の下水処理場〉

５箇所

〈警戒区域内の下水処理場〉
（再編前の旧警戒区域を含む）

〈稼働停止中の下水処理場〉

２．応急対応中のもの
処理位置 処理方法都道府県名 市町村・流域等名 下水処理場名

３．警戒区域内のもの（再編前の旧警戒区域を含む）
備　　考都道府県名 市町村・流域等名 下水処理場名

９箇所

ほぼ通常処理まで復旧済み
又は本復旧済み

別位置

簡易（沈殿＋消毒）

生物処理（接触酸化法）

生物処理（活性汚泥法等）

簡易（沈殿＋消毒）

生物処理（膜分離活性汚泥法）岩手県 陸前高田市 陸前高田浄化センター

宮城県 仙台市 南蒲生浄化センター 現位置

岩手県 釜石市 大平下水処理場 現位置

宮城県 気仙沼市 気仙沼終末処理場 別位置

宮城県 気仙沼市 津谷街浄化センター 現位置

ユニット型膜処理システムによる処理場と

災害査定完了

災害査定完了

災害査定完了

福島県 浪江町 浪江浄化センター

福島県 大熊町 新町浄化センター

福島県 双葉町 双葉浄化センター

福島県 富岡町 富岡浄化センター

福島県 富岡町 蛇谷須浄化センター

福島県 楢葉町 南地区浄化センター

福島県 楢葉町 北地区浄化センター

福島県 南相馬市 小高浄化センター

ユニット型膜処理システムによる処理場と
別位置での応急対応状況（陸前高田市）

福島県 浪江町 浪江浄化センタ

福島県 双葉地方広域市町村圏組合 汚泥リサイクルセンター

【管きょの撤去について】
○災害復旧事業により、復興計画に基づいて別位置に管きょを新設（復旧）する場合であって、被災した管きょを

存置すると造成盛土した地盤が陥没し、土地利用に支障となるなどの甚大な支障が発生する恐れがある場合、
被災した管きょの撤去等の対策費用についても、国庫負担法による災害復旧事業の対象となった例がある。
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